（資料）
社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サ－ビスに係る利用者負担軽減制度事業
　【軽減事務の流れ】

　　１．社会福祉法人等は、知事及び市町村長に対して、助成制度の実施について申し出ます。

	対象となる

サ－ビス
	・訪問介護　（介護予防を含む。）

・通所介護　（介護予防を含む。）

・短期入所生活介護　（介護予防を含む。）

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護

・認知症対応型通所介護　（介護予防を含む。）

・小規模多機能型居宅介護　（介護予防を含む。）

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

・複合型サービス

・介護福祉施設サービス
・第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る）


　　２．サ－ビス利用時に、「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を提示した利用者の利用料
　　　（１割負担・食費・居住費（滞在費））について、確認証に記載されている軽減割合で軽減します。
	＜他制度との適用関係＞

・障害者ホ－ムヘルプサ－ビスの軽減措置適用後、必要に応じて本事業の軽減を適用
・高額介護（予防）サ－ビス費及び高額医療合算介護（予防）サービス費は、本事業の軽減適用後の利用者負担額について適用
・特定入所者介護（予防）サ－ビス費の支給後の利用者負担額について、本事業の軽減を適用


　　３．事業所は、国保連に送付する請求明細書に、軽減の状況を記載します。（毎月）

　　４．国保連は、市町村等からの受給者台帳と請求明細書を突合し、軽減額等についても審査の上

　　　報酬を支払い、市町村等に対して利用者負担軽減情報を含む実績を提供します。（毎月）

　　５．社会福祉法人等（助成額の算出は、あくまで事業所単位）は、年度分の助成額を算出し、市町

村等に請求します。

　　６．市町村等は、年度末（場合によっては、年度途中に概算払い）に、社会福祉法人等からの請求明細と国保連の毎月の給付実績とを突合し、審査の上、助成金の支払いを行います。

	＜市町村等から社会福祉法人等への助成＞

　事業所が軽減した総額が、当該事業所が本来受領すべき利用者負担収入の１％を超えた場合

超えた部分について、１／２以下の範囲で市町村等から事業所（法人）へ助成

　（更に、介護老人福祉施設の場合は、１０％を超えた全額が助成対象）
 助成額算定例 
・事業所における年間の軽減総額　　　　　　　　　　　　　　５００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ市の軽減者合計　３５０，０００円（軽減総額の７０％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ市の軽減者合計　１５０，０００円（軽減総額の３０％）

・事業所における年間の利用者負担収入の総額　　１８，０００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　（※全利用者が本来負担すべき１割負担・食費・居住費の合計）
１８，０００，０００円×１％＝１８０，０００円　（１％までは事業所の負担）

（５００，０００円－１８０，０００円）×１／２＝１６０，０００円　（市町村等の助成対象）

　軽減総額　５００，０００円のうち

　○事業所の負担額　　　　　１８０，０００円＋１６０，０００円＝３４０，０００円

　○Ａ市への助成請求額　　　　　　　１６０，０００円×７０％＝１１２，０００円

　○Ｂ市への助成請求額　　　　　　　１６０，０００円×３０％＝　４８，０００円


